
（単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）
事業者支援分交付限度額

（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

322,942                         事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

63,187                    

通常分交付限度額
（国のR3予算）

298,901                         事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                           

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限

度額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 626,245 9,475 3,895  595,869 589,390 6,479 - 26,481 - 

1 単 通常事
業

スポーツ施設
新型コロナウ
イルス感染症
対策事業

①公共スポーツ施設内における感染症の集団感染を未
然に防ぐことを目的とする。
②検温機能付顔認証リーダーの購入費
③購入単価１台あたり（設置費込み）262,460円（税込）
購入台数　６台
石岡運動公園262,460円×2台＝525千円
八郷総合運動公園262,460円×2台＝525千円
石岡市海洋センター262,460円×1台＝263千円
石岡小学校屋内温水プール262,460円×1台＝263千円
④設置場所：石岡運動公園，八郷総合運動公園，石岡
市海洋センター，石岡小学校屋内温水プール

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,576 1,576 1,576 - R3補正（地）

2 単 通常事
業

12
公共的空間・
安全確保事
業

①新型コロナウイルス感染症対策のため人が密集しや
すい場所，窓がなく喚起が不十分な執務室等に対し，オ
ゾン発生装置付き空気清浄機を設置することで新型コロ
ナウイルス感染拡大防止を図ることを目的とし，その効
果を期待するもの。
②オゾン発生装置付き空気清浄機の購入費
③オゾン発生装置付き空気清浄機
375,000円×45台×1.1＝18,562,500円
交換用フィルター　44,000円×45セット×1.1＝2,178,000
円
④設置場所：本庁舎30台，八郷総合支所15台

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 20,741 20,741 20,741 - - R3補正（地）

3 単 通常事
業

28
小中学校図
書室の蔵書
充実

①各小中学校図書室の蔵書充実，貸出数を増やすこと
により，外出抑制時に在宅で過ごす時間を豊かなもの
し、「新しい生活様式」に対応していく。
②図書購入費
③小学校分　4,960千円，中学校分　790千円　合計
5,750千円
④対象：小学校19校，中学校５校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 5,750 5,750 5,750 - - R3補正（地）

4 単 通常事
業

電子調達シス
テム導入事
業

①茨城県が開発した電子調達システムの共同利用に参
加することで，パソコンとインターネット回線を利用した
入札方法となるため，人と人の接触機会の軽減に繋が
り，感染症の予防対策となる。
②負担金，委託料
③電子調達システム開発経費負担金　774,375円
電子調達システム利用環境構築委託料　2,079,000円
④入札参加業者

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 2,854 2,854 2,854 - - R3当初（地）

5 単 通常事
業

35 自動心肺蘇
生器の導入

①緊急度が高い心肺停止の状態や呼吸状態が急速に
悪化した場合の救急対応は，エアロゾルが発生しやす
い環境となり感染リスクが高いため，自動心肺蘇生器を
配備することで，最小限の接触により救急隊員等の感
染リスクの低減と救命率の向上を図るもの。また，傷病
者接触時から補助換気を人工呼吸器で実施することで
エアロゾル対策ができるもの。
②備品購入費（感染防止対策資器材　購入）
③自動心肺蘇生器一式3,264,800円×3台＝9,794,400円
人工呼吸器用搬送バック一式222,200円×３個＝
666,600円
④消防署

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制

の強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 10,461 10,461 10,461 - - R3補正（地）

6 単 通常事
業

35

救急体制に
おける感染症
防護資器材
の確保

①全ての事案に対して新型コロナウイルス感染症を疑
い活動している現状において，未だ終息が見えない状況
下において災害対応していくために，感染防護資器材を
確保するもの。
②事務事業用品費（感染防護資器材 購入）
③令和3年度感染防護資器材　  6,546,272円
・ニトリルグローブ　623,700円 ・ｻｰｼﾞｶﾙﾏｽｸ　98,230円
・シューズカバー　119,680円・感染防止衣(上衣）
1,128,897円
・感染防止衣(下衣）1,427,026円・N95マスク　1,350,800
円
・感染防止衣(ﾘｭｰｻﾞﾌﾞﾙ）660,000円・ゴーグル　336,798

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,547 6,547 6,547 - - R3当初（地）

7 単 通常事
業

石岡市成人
式会場設営・
撤去業務委
託

①令和3年1月10日（日）に開催予定であった「令和３年
石岡市成人式」は，新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を考慮し開催を延期とした。延期とした「令和３年石岡
市成人式」を令和３年度に開催するため，会場設営及び
撤去に関する業務を委託し，新型コロナウイルス感染症
対策を徹底しながら成人式を円滑かつ適切に開催す
る。
②会場設営及び撤去に関する業務の委託料
③成人式会場設営・撤去業務委託1,784,000円
仮設ステージ等343,000円，パイプ椅子363,000円，養生
シート330,000円，資器材運搬経費220,000円，設営・撤
去528,000円
④石岡市運動公園体育館

－ － － － － －

②-Ⅱ-６．地
方への人の

流れの促進な
ど活力ある地

方創り

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,784 1,784 1,784 - - R3当初（地）
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都道府県名 茨城県 0299-23-7277 322,942                                                                 322,845                                                                                                  

地方公共団体名 石岡市 kikaku@city.ishioka.lg.jp -                                                                          

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）

-                                                                                                           国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 08205 589,390                                                             6,479                                                                    3,371                                                                                                     

担当部局課名 市長公室政策企画課 3,899                                                                 63,187                                                                  

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

地方単独事業費のうち事業者支援分 事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

担当者氏名 460,390                                                             63,187                                                                                                   

6,479                                                                                                                                           - 295,530                                                                                                  

386,129                                                                 国庫補助事業費 -                                                                      

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

292,422                                                                                                  

#REF!

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                          -125,101                                                             

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

地方単独事業費のうち通常事業分

合計

事業
終期

総務省

6,479                                                                    地方単独事業費のうち通常事業分 6,479                                                                 

地方単独事業費のうち事業者支援分 392,608                                                                 

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

8 単 通常事
業

文書管理・電
子決裁システ
ム

①文書管理及び電子決裁システム等の導入により，行
政事務をデジタル化することで，新型コロナウイルス感
染症の長期化に伴う，リモートワークの拡大や分散勤務
など職員の多様な働き方に対応することを目的とする。
②システム機器備品購入費，委託料
③公文書管理システム1式　17,724,000円
ソフトウェア1式　1,313,000円
サーバー機器1式　4,593,800円
備品購入費合計25,994,000円
文書管理ｼｽﾃﾑ導入支援ｻｰﾋﾞｽ1式　2,500,000円
文書管理ｼｽﾃﾑ導入支援操作教育支援追加分9式
900,000円
文書管理ｼｽﾃﾑ導入支援訪問基本料金19式　190,000円
文書管理ｺﾝｻﾙ令和4年度文書ﾌｧｲﾙ登録支援1式
375,000円
文書管理ｺﾝｻﾙﾘﾃﾝｼｮﾝ支援1式　750,000円
文書管理ｺﾝｻﾙ訪問基本料金1式　40,000円
文書目録登録ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ追加業務ｵｳﾛｸﾞﾗﾑ1式　200,000円
委託料合計5,451,000円
総合計31,445,000円
④石岡市役所

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 31,445 31,445 31,445 - - R3補正（地）

9 単 通常事
業

12
公共的空間・
安全確保事
業

①入館時，利用者の体温を計測し，健康に問題がない
か確認を行う。離れた場所で体温の確認を行うことがで
きるため，施設職員の安全を確保できる。
②顔認証付サーマルカメラの購入費
③263千円×５台＝1,315千円
④中央公民館・府中地区公民館・東地区公民館
国府地区公民館・城南地区公民館

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.12 1,315 1,315 1,315 - - R3補正（地）

10 単 通常事
業

公共的空間・
安全確保事
業

①各公民館の手洗い場50か所を自動水栓化に修繕し，
接触を減らすことで感染症予防対策を行う。
②手洗い場の修繕費
③38,440円×50箇所＝1,922,000円
④中央公民館・府中地区公民館・東地区公民館
国府地区公民館・城南地区公民館

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.12 1,922 1,922 1,922 - - R3補正（地）

11 単 通常事
業

公共的空間・
安全確保事
業

①オゾン発生装置を使用し，各公民館内の殺菌を行うこ
とにより，感染症の予防を行う。
②オゾン発生装置の購入費　2,932,000円
③中央公民館大講堂用　３台　299,000円×３台＝
897,000円
各公民館部屋用　５台　299,000円×５台＝1,495,000円
④中央公民館・府中地区公民館・東地区公民館
国府地区公民館・城南地区公民館

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.12 2,392 2,392 2,392 - - R3補正（地）

12 単 通常事
業

救急車両配
備に伴う救急
体制の強化

①救急車両１台を配備することにより，新型コロナウィル
ス感染症陽性患者または疑いのある者を含む救急事案
を対応した場合にも，職員の二次感染防止，並びに通常
救急対応への救急車両の確保が図れ，救急体制の充
実強化に繋がるものです。
②救急車両購入費，消防救急無線システム構築委託
料，役務費，負担金補助及び交付金
③救急車両一式 32,230千円
消防救急無線構築委託料 4,719千円
新規車両に係る自動車損害保険料等 29千円
自動車リサイクル負担金16千円，自動車重量税32千円
合　計　 37,026千円
④消防署

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制

の強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 37,026 37,026 37,026 - - R3補正（地）

13 単 通常事
業

消防救急業
務における防
疫体制の確
保

①新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処す
るための防疫等作業手当を支給し，業務体制の確保を
図ります。
②特殊勤務手当等の支給
③計792,000円
・新型コロナウィルス感染症から市民の生命及び健康を
保護するために緊急に行われた措置に係る作業に従事
したとき
3,000円×2件×3人×12か月＝216,000円
・上記作業のうち，患者もしくはその疑いのある者の身
体に接触して又はこれらの者に長時間にわたり接触して
行う作業に従事したとき
4,000円×4件×3人×12か月＝576,000円
④-

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 792 792 792 - - R3当初（地）

14 単 通常事
業

サイクルラッ
ク作成設置

①新型コロナウイルス感染症対策として，密にならない
交通手段，アクティビティとして，改めて自転車の活用が
注目されています。市内におけるサイクリング環境の向
上を図るため，サイクルラックを制作し，公共及びサイク
リストが利用する店舗に設置することを目的とします。
②サイクルラック作成設置委託料
③サイクルラック作成費
15千円／基×30基＝450千円
消費税相当分45千円
計495千円
④市内公共施設・事業所

－ － － － － －
②-Ⅱ-９．家
計の暮らしと
民需の下支え

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 495 495 495 - - R3補正（地）

15 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

49

新型コロナウ
イルス関連融
資応援給付
金

①新型コロナウイルス感染症の影響により，売上高等の
減少から経営の安定に支障が生じている中小企業者
で，セーフティーネットの認定を受け民間金融機関の信
用保証付融資を受けた者及び政府系金融機関で融資を
受けた者に対し，事業活動の推進及び継続を支援しま
す。
②事業継続の資金繰りに係る給付金
③1事業者あたり200千円
法人・個人事業者　150件×200千円
④市内の中小企業，個人事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 30,000 30,000 30,000 - - R3補正（地）

16 単 通常事
業

90
キャッシュレ
ス決済ポイン
ト付与事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が懸念される
中，接触機会が減少するキャッシュレス社会の構築を一
気に促進するとともに，市内における消費喚起と地域経
済の活性化を図るため，キャッシュレスの利用者に対
し，市独自にプレミアムポイントを付与します。
②キャッシュレスポイント付与等に係る委託料
③キャンペーン期間：R3.9.1～R3.9.30（1ヶ月間）
市内ペイペイ登録店舗数392店
ポイント付与率：30％，付与上限：2,000円/1回，10,000
円/月
委託料内訳：キャッシュレスポイント付与額：11,513千円
広告・販促費：753千円，事務手数料1,479千円
合計13,821千円（執行見込み）
第２弾キャンペーン期間：R4.1.5～R4.1.31（1ヶ月間）
市内ペイペイ登録店舗数349店
委託料内訳：キャッシュレスポイント付与額：34,000千円
広告・販促費：1,320千円，事務手数料2,189千円
合計37,509千円
④キャッシュレス決済に対応する市内中小企業者及び
消費者

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 51,330 51,330 51,330 - - R3補正（地）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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①休業要
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②事業者
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金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）
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象事業
費
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り定量的指
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地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

17 単 通常事
業

2021年プレミ
アム付商品
券発行事業

①新型コロナウイルス感染症によって影響を受けている
地域経済や家庭を支援するため，プレミアム付商品券を
発行し，市内商工業の消費喚起を促すことにより，消費
低迷の改善と市内経済の発展を図る。
②プレミアム付商品券発行に係る補助金，申込書発送
に係る郵便料・印刷製本費
③補助金（商品券240,000千円の内プレミアム分40,000
千円，事務経費20,240千円），郵便料1,925千円，印刷製
本費1,250千円
ふるさと応援寄付金基金24,800千円を充当
④―

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.2 63,415 38,615 38,615 - 24,800 R3補正（地）

18 単 通常事
業

医療従事者
への商品券
配布事業

①新型コロナウイルス感染症拡大が続く中，市内の医療
機関に勤務し，患者と接する医療従事者や職員に対し，
商品券を支給する。
②商品券，郵便料，トナー代，消耗品費
③商品券24千円×2,970人＝71,280千円
コピー用紙代11千円，トナー代10千円，事務用品費30千
円
郵便料：普通郵便15千円，簡易書留1,693千円
④市内医療機関に勤務する医療従事者，職員等

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 73,039 73,039 73,039 - - R3補正（地）

19 単 通常事
業

高齢者福祉
施設従事者
への商品券
配布事業

①新型コロナウイルス感染症拡大が続く中，市内の高齢
者福祉施設に勤務し，感染のリスクや不安があるにもか
かわらず，継続して高齢者福祉事業に従事する介護職
員等に対し，商品券を支給する。
②商品券，郵便料，トナー代，消耗品費
③商品券24千円×2,752人＝66,048千円
コピー用紙代9千円，事務事業用品費10千円，トナー代
11千円
郵便料：普通郵便32千円，簡易書1,568千円
④市内高齢者福祉機関に勤務する医療従事者，職員等

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 67,678 67,678 67,678 - - R3補正（地）

20 単 通常事
業

障害者福祉
施設従事者
への商品券
配布事業

①新型コロナウイルス感染症拡大が続く中，市内の障害
者福祉施設に勤務し，感染リスクや不安があるにもかか
わらず，積極的に継続して障がい者福祉事業に従事す
る職員に対し，商品券を支給する。
②商品券，郵便料，トナー代，文具用紙代
③商品券24千円×700人＝16,800千円
コピー用紙代2千円，トナー代10千円
郵便料：普通郵便132千円，簡易書留399千円
④市内障害者福祉施設に勤務する職員等

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 17,343 17,343 17,343 - - R3補正（地）

21 単 通常事
業

保育施設従
事者への商
品券配布事
業

①新型コロナウイルス感染症拡大が続く中，市内の保育
施設に勤務し，感染リスクや不安があるにもかかわら
ず，積極的に継続して児童の保育に従事する職員に対
し，商品券を支給する。
②商品券，郵便料，トナー代，文具用紙代
③商品券24千円×700人＝16,800千円
コピー用紙代3千円，トナー代11千円
郵便料：普通郵便6千円，簡易書留399千円
④市内保育施設に勤務する保育士，職員等

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 17,219 17,219 17,219 - - R3補正（地）

22 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

指定管理施
設運営安定
化支援金

①新型コロナウィルス感染症の影響により施設利用が
低調であり，指定管理者の施設管理運営に支障が生じ
ていることから，利用料金収入の減少に対する支援を行
うもの
②支援金
③つくばねオートキャンプ場　2,005千円
やさと温泉ゆりの郷　44,575千円（うち38,096千円分）
支援期間：R2.12～R3.3月分16,314,000円
支援期間：R3.4～R3.11月分28,261,000円
④指定管理　２者　指定管理施設のうち，指定管理料と
利用料で施設運営の固定費を賄えない施設

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 40,101 40,101 40,101 - - 
公表に係るURL
https://www.city.ishioka.lg.jp/page
/page007744.html

R3補正（地）

23 単 通常事
業

新生児特別
定額給付金
給付事業

①新型コロナウイルス感染拡大の影響により大きな影
響を受けた家計への支援として，令和２年４月28日から
令和３年４月１日までの間に出生した新生児の保護者に
対し，迅速に支援を実施する。
②給付金
③対象者8人×100千円＝800千円，
事務事業用品費16千円
④令和３年４月１日以降に出生届を受理した生年月日
が令和３年４月１日までの新生児

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.6 816 816 816 - - R3当初（地）

24 単 通常事
業

新型コロナウ
イルスワクチ
ン接種タク
シー利用助
成事業

①交通弱者となる重度心身障害者へタクシー利用券を
配布し，新型コロナウイルスワクチン接種の際の移動の
支援を行うことによって，接種率の向上を見込む。
②助成費，印刷製本費，郵便料，事務事業用品費
③初乗り無料タクシー利用券740円×4回×250名＝
740,000円
・チケット郵送料　440円×250通＝110,000円
・チケット印刷料　100,000円
・事務事業用品費　10,000円
④重度心身障害者

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.2 960 960 960 - - R3補正（地）

25 単 通常事
業

保護司会等
の感染症防
止対策経費

①更生保護活動を行う「保護司」及び「更生保護女性の
会」の感染機会の削減及び感染拡大の防止
②感染拡大防止用品の購入
③オートディスペンサー15,000円× 2台＝30,000円
パーテーション　　　　  7,000円×4枚＝28,000円
パーテーション（衝立） 1,000円×10ヶ＝10,000円
手指消毒液（５本入り） 10,000円×2箱＝20,000円
合計　88,000円
④市民（保護司・更生保護女性の会会員・一般市民）

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.4 R4.3 88 88 88 - - R3補正（地）

26 単 通常事
業

八郷総合支
所遊具整備
事業

①八郷総合支所整備事業の一環として，子どもたちの
心身の健康のため，３密にならない配慮したうえで，庁
舎敷地内に遊具を整備し，屋外での遊びの場を充実さ
せる。
②遊具の設置工事費
③（直接工事費）18,150,440円
（共通仮設費） 1,762,000円
（現場管理費） 7,333,000円
（一般管理費） 5,083,662円
（契約保証費）    10,898円
32,340,000円×1.1＝35,574,000円
④八郷総合支所に来庁する市民

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 35,574 35,574 35,574 - - R3当初（地）

27 単 通常事
業

103 校務支援シス
テム

①新型コロナウイルス感染症の長期化により，教育現場
は通常の業務に加え，感染症予防対策，新しい生活様
式等の対応など，教職員の業務量はコロナ禍前に比べ
増大していることから，校務支援システムを導入すること
で，教職員の事務処理に要する時間が短縮され，限ら
れた時間の中で，教職員が子どもたちと向き合う時間を
確保し，総合的な指導ができる環境づくりを目的とする。
②校務支援システムの整備に要する経費
③通信運搬費2,287千円，システム構築委託料4,754千
円，システム機器借上256千円，システム使用料2,789千
円
④小・中学校24校

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

⑨教育 R3.4 R4.3 10,086 10,086 10,086 - - R3当初（地）
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

28 単 通常事
業

確定申告に
おける感染予
防対策

①確定申告相談について，申告者の密を避けるため，
コールセンターによる電話予約制をとって実施する。
②会計年度任用職員人件費等，役務費，消耗品費，工
事請負費，備品購入費
③会計年度任用職員人件費：社会保険料19千円，報酬
1,752千円，期末手当199千円交通費86千円
消耗品費147千円，コールセンター電話回線工事220千
円，電話料200千円，非接触検温検知器262.5千円×2台
＝525千円
④－

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,148 3,148 3,148 - - R3補正（地）

29 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①一定の高齢者や基礎疾患のある市民の不安解消及
び予防的観点の無症状の人の早期発見・早期対応につ
なげ，感染拡大の防止を図ることを目的とします。
②検体郵送料及び結果郵送料，PCR検査委託料
③1ヶ月30件として，年間延べ360人を見込
・役務費
　200円×360人＝72,000円・・・・・・①
　 84円×360人＝30,240円・・・・・・②
・PCR検査委託料
　16,500円×360人＝5,940,000円・・・③
　①+②+③　＝6,042,240円…A
・自己負担分　3,000円×360人＝1,080,000円…B
A-B×1/2＝2,481,120円
④高齢者，基礎疾患を有する者，.肥満（ＢＭＩ30以上）の
方

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,043 6,043 2,481 2,482 2,482 - 1,080 R2補正（国）

30 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

いばらきアマ
ビエちゃん登
録促進給付
金

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止として「い
ばらきアマビエちゃん」に登録し，ガイドラインに沿って感
染防止対策に取り組む事業者の事業継続を支援するこ
とを目的に，「いばらきアマビエちゃん登録促進給付金」
を支給する。
②新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に係
る給付金
③県の対象となる市内の登録義務対象者で，県の休業
要請及び感染拡大市町村の指定に応じ5月12日までに
「いばらきアマビエちゃん」登録を行った事業者
※国の緊急事態宣言に伴い，登録期間を9月12日まで
延長し給付金事業の継続を予定しています。
給付対象店舗：150件
150件×100千円＝15,000千円
（１事業者：100千円，複数店舗所有者200千円）
④「茨城県新型コロナウイルス感染症の発生の予防又
はまん延の防止と社会経済活動との両立を図るための
措置を定める条例」で義務付けられた業種の事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 15,000 15,000 15,000 - - R3補正（地）

31 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

営業時間短
縮要請等関
連事業者支
援給付金

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するた
め，営業時間の短縮及び外出自粛の要請により直接的
な影響を受けている中小企業等の事業継続を下支えす
るため，県の「営業時間短縮要請等関連事業者一時金」
の支給対象となっている事業者に上乗せ給付し，支援を
強化する。
②事業継続に係る給付金
③給付対象者：200件（県の一時金支給の対象となる市
内の事業者226件（R3.8.27現在）のうちの申請見込件
数）
１件あたり200千円
200件×200千円＝40,000千円
④県の営業時間短縮要請等の影響を受けた者であり，
かつ，営業時間短縮要請に協力した飲食店と直接取引
のある者又は外出自粛のによる直接的な影響を受けた
者（食品加工・製造事業者，営業時間短縮要請対象外
の飲食事業者，小売事業者等）

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.3 40,000 40,000 40,000 - - R3補正（地）

32 〇 単 通常事
業

指定管理施
設運営安定
化支援金

①新型コロナウィルス感染症の影響により施設利用が
低調であり，指定管理者の施設管理運営に支障が生じ
ていることから，利用料金収入の減少に対する支援を行
うもの
②支援金
③つくばねオートキャンプ場　2,005千円（No22で計上）
やさと温泉ゆりの郷　44,575千円（うち6,479千円分）
支援期間：R2.12～R3.3月分16,314,000円
支援期間：R3.4～R3.11月分28,261,000円
④指定管理　２者　指定管理施設のうち，指定管理料と
利用料で施設運営の固定費を賄えない施設

－ ○ － ○ － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 6,479 6,479 6,479 - -  １事業者  HP 22の関連事業 R3補正（地）

33 〇 単 通常事
業

修学旅行等
キャンセル料
助成事業

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による修
学旅行等の中止等に伴い発生したキャンセル料を助成
し，保護者の経済的負担軽減を図る。
②修学旅行の中止等に伴い発生したキャンセル料等の
助成
③石岡中学校　　2,186円×188名＝410,968円，2,000円
×202名＝404,000円
府中中学校　　5,623円×129名＝725,367円
国府中学校　　5,371円×57名＝306,147円
園部中学校　　2,177円×55名＝119,735円，2,479円×
55名＝136,345円，2,005円×59名＝118,295円（スキー
合宿）
八郷中学校　　5,698円×127名＝723,646円
計　2,944,503円
④市内小中学校の児童生徒の保護者

－ － － － － －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援
⑨教育 R4.1 R4.3 2,945 2,945 2,945 - - 

 キャンセル
料の対象と
なる延べ人
数872人

 各学校か
ら，対象生徒
の保護者に
対しての通
知，HP,広報
紙等

R3補正（地）

34 〇 補 子ども子育て
支援交付金

内閣府

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業）
①地域子ども・子育て事業に要する経費に充てるため交
付することにより，子ども・子育て支援の着実な推進を図
る。
②放課後児童クラブにおけるICT化推進事業の事業を実
施するために必要な費用。
③（対象経費）4支援単位分1,400千円
（国466千円，県466千円，市468千円）
④放課後児童クラブ

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 1,400 1,400 466 468 468 - 466 -         4施設
 各対象施設
に対する通
知，HP等

R2補正（国）

35 〇 補 子ども子育て
支援交付金

内閣府

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業を除く）
①地域子ども・子育て事業に要する経費に充てるため交
付することにより，子ども・子育て支援の着実な推進を図
る。
②放課後児童クラブにおける新型コロナウイルス感染症
対策支援事業に必要な費用
③（対象経費）3支援単位405千円
（国135千円，県135千円，市135千円）
④放課後児童クラブ

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 405 405 135 135 135 - 135 -         ３施設
 各対象施設
に対する通
知，HP等

R2補正（国）
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特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

36 〇 単 通常事
業

小中学校に
おける感染予
防対策

①市内小中学校における新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止のための保健衛生用品配備
②保健衛生用品の購入
③小学校分：手指消毒用アルコール2,987円×2,100本
＝6,272,700円
中学校分：手指消毒用アルコール2,987円×2,210本＝
6,601,270円
事業費合計12,873,970円
補助対象経費：児童生徒数4,787人×単価340円＝
1,627,580円
国庫補助補助対象経費超過分11,246,390円
④小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 11,246 11,246 11,246 - -  24校
 各小中学校
に対する通
知，HP等

R3当初（地）

37 〇 単 通常事
業

令和４年石岡
市成人式抗
原検査キット
購入事業

①令和４年１月９日開催成人式の参加者に抗原検査を
事前に実施してから成人式会場に入場していただくこと
により，成人式会場内での新型コロナウイルス感染を予
防することを目的とする。
②抗原検査キットの購入
③ラピットテスタSARS－CoV－2　1,100個×単価1,768円
×1.1＝2,139,280円
④成人式来場者，会場スタッフ

－ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原
検査の体制

整備

㉑いずれも該
当しない

R3.11 R4.1 2,139 2,139 2,139 - -  800人  HP R3当初（地）

38 〇 単 通常事
業

学校給食関
係事業者支
援事業

①新型コロナウイルス対応のため学校の休業等により，
学校給食関係事業者の中には多大な影響が生じてお
り，今後の学校給食の円滑な実施が困難となる恐れが
あり，児童生徒の心身の健全な発達や学習への影響が
生じる恐れがある。学校給食の安定的な実施を図る観
点から，学校給食関係事業者を支援して，学校給食の
普及と健全な発達に努める。
②学校臨時休業時の学校給食関係事業者の維持経費
③〇事業費　3,063,760円
・パン 656,084円・めん 190,164円・米飯 1,300,753円・牛
乳916,759円
④学校給食関係事業者

－ － － － － －
③-Ⅰ-４．事
業者への支

援
⑨教育 R4.3 R4.3 3,064 3,064 3,064 - -  2事業者

 HP，広報紙
等

R3補正（地）

39 〇 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業に限る）
①市内小中学校における新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止のための保健衛生用品の配備
②保健衛生用品の購入
③小学校分：手指消毒用アルコール2,987円×2,100本
＝6,272,700円
中学校分：手指消毒用アルコール2,987円×2,210本＝
6,601,270円
事業費合計12,873,970円
補助対象経費：児童生徒数4,787人×単価340円＝1,627
千円
国庫補助額813,000円，市負担額814,580円
④小中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,627 1,627 813 814 814 - - -         24校

 各小中学校
への通知，
HP，広報紙
等

R2補正（国）


